
多様な担い手の確保・育成

現 状 課 題

課題１　U・Iターン就農や親元就農の強化等による自営就農の促進
　　　　　　移住部署と連携した県外からの人材確保や就農環境の整った親元
　　　　　就農等を図ることにより、自営就農の促進を図ることが必要。

課題２　農業大学校及び農業担い手育成センターの定員の充足
　　　　　　実員が定員に達していないことから、その魅力を高め、入学者・研修
　　　　　生の増加を図ることが必要。

課題３　就農後５年間での営農定着
　　　　　　就農後５年間は技術的、経営的に安定しないことから、この期間での

営農定着に向けたサポートが必要。

課題４　農業経営の法人化
　　　　　　働き方改革が求められている中、安定的な労働力の確保などのために

は、農業経営の法人化により雇用条件の整備等を進めることが必要。

課題５　雇用就農の受け皿づくり
　　　　　　農業経営体の法人化や企業の農業参入を促進することで雇用の場
　　　　　を確保し、雇用就農の促進を図ることが必要。

♦　新規就農者については、「産地提案型担い手確保対策」の取り組みや農業大学校等の研修受入機関の充実・強化等に
　　より、年間320人（自営就農220人、雇用就農100人）の確保・育成に取り組んでいるところ。

♦　その結果、新規就農者数は、近年270人前後で推移し、平成30年度は、
　　27１人となったが、目標値には届いていない状況。

　○　新規就農者数　H30：271人（自営就農186人、雇用就農85人）
　○　産地提案書数　H27：25市町村31提案  →  H30：32市町村79提案
　○　農業大学校の入学者　H27：33人　→　Ｒ元：28人
　○　農業担い手育成センターの長期研修生　H27：21人　→　H30：32人

♦　農業経営の法人化については、農業経営力向上セミナーの開催等により一定
　　進展しているが、他県と比較して法人経営体が少ない状況。

　○　農業法人（農地の権利を取得し農業経営を行う法人）H27：151　→　H30：206

♦　企業の農業参入については、農地の借入れから次世代ハウスの整備までを
　　総合的に支援することでこれまでに７企業の農業参入が実現。

これまでの取り組みと新たな施策の展開方向

【主な支援策等】
　①　高知県農業の魅力や充実した就農
　　環境等の情報を発信
　②　移住と連携した就農相談会の開催
　③　こうちアグリスクールの開催
　④　こうちアグリ体験合宿の開催

【主な支援策等】
　①　産地提案書によるマッチング
　②　国事業（準備型）の活用
　③　準備型への高知県独自の上乗せ
　　事業による支援
　④　親元就農への支援

【主な支援策等】
　①　農地の出し手及び受け手への支援
　②　国事業（経営開始型）の活用
　③　園芸用ハウスの整備等への支援
　④　就農後のフォローアップ
　　（学び教え合う場の活用等）

【主な支援策等】
　①　環境制御技術の実証・普及
　②　省力化技術の実証・普及
　③　トヨタのカイゼンを農業現場に
　　　普及
　④　農業経営力向上セミナーの開催
　　　

【展開方向１】　
　産地での担い手確保に向けた取り組み
　の強化　

【展開方向５】
雇用就農者の確保に
向けた取り組みの強化　

企業の農業参入につ
いては､以下の施策に
より総合的に支援
・企業版産地提案書
　の作成
・農地の所有者及び
　利用者への支援
・次世代型ハウスの整
　備への支援　

・新規就農者用農地の情報を盛り込む　
　など産地提案書の内容を充実・強化
・LINEによる相談会等の参加者への
　継続的な情報発信など、新たなPR
　の実施

・外部講師からスマート農業等を学ぶ
　ことができるように農業大学校等の
　教育内容を充実･強化
・農業担い手育成センター等にリカレ
　ント講座を開設

【展開方向２】　
　農業の担い手確保に向けた研修体制
　の強化 ・普及組織による個別農業者への経営

　管理支援
・女性農業者を対象とした農業講座の
　開催
・新規就農者用農地を先行借受し、ス
　ムーズな確保を支援

【展開方向３】
　　営農定着に向けた安定的な支援

・法人化に向けたセミナー等を農業
　担い手育成センターで開催　
・高知県農業経営相談センターの活
　用を一層図り、法人経営体へ誘導

【展開方向４】
　農業経営の法人化の推進　
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（目標の達成）① 新規就農者数（年間）：R５年 320人、R11年 320人、② 農業法人数（累計）：R５年 445法人、R11年 649法人
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